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要旨  

橋梁床版においては輪荷重走行による疲労と凍害や ASR 等の影響による

複合作用によって劣化損傷が顕在化している。既設橋梁の長寿命化に向けて

は、メンテナンスサイクルの確実な実施が必須であるが、主要部材である RC
床版の劣化損傷特性に応じた定量的な性能評価手法が無く、補修・補強の要

否や緊急度の適切な判断ができていない。また、劣化損傷特性を踏まえた適

切な補修補強技術等も確立されていない状況にある。本研究では、輪荷重走

行試験等による複合劣化損傷メカニズムの解明に向けた実験的検討や、衝撃

荷重載荷装置等を活用した曲率による劣化度評価の検討を行うとともに、実

橋床版等を対象にした材料～部材レベルでの載荷試験を通して、凍害・ASR
に起因する層状ひび割れが床版の構造性能に及ぼす影響を示した。また、低

弾性係数の補修材による断面修復効果や CFRP による劣化床版の延命化効

果の検証を行った。  
キーワード：鋼橋 RC 床版、寒冷地、凍害、アルカリシリカ反応、非破壊・微破壊調査、 

構造性能、補修・補強 
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１．はじめに 

 
１．１ 研究背景 

 

橋梁床版においては、輪荷重走行による疲労と凍害やASR（アルカリシリカ反応）等の影響による複

合作用によって劣化損傷が顕在化している。既設橋梁の長寿命化に向けては、メンテナンスサイクルの

確実な実施が必須であるが、主要部材である RC 床版の劣化損傷特性に応じた定量的な性能評価手法が

無く、補修・補強の要否や緊急度の適切な判断ができていない。また、劣化損傷特性を踏まえた適切な

補修補強技術等も確立されていない状況にある。 

 

 

１．２ 研究目的 

 

本研究では、床版の複合劣化損傷のメカニズムや保有性能（耐荷力・耐久性）を把握するとともに性

能評価技術、適切な対策技術等について検討するものとする。 

 

 

１．３ 研究内容 

 

橋梁床版の複合劣化損傷対策技術として、以下の検討を行う。 

 

① 複合劣化損傷メカニズムの解明に向けた実験的検討 

② 非破壊試験等による劣化検知技術の検討 

③ 保有性能（耐荷力・耐久性）の評価技術の検討 

④ 劣化程度および要求性能に応じた適切な対策技術の検討 

 
１．４ 研究期間 

 
平成 27 年 10月 1 日～令和 2 年 3月 31 日 
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２．研究概要 

 
本章では、各検討項目における実施内容や結果について概説する。なお、各検討項目の詳細について

は、巻末の付録として掲載している既発表論文を参照されたい。 

 
２．１ 複合劣化損傷メカニズムの解明に向けた実験的検討 

 

（１）ASRによるひび割れを有する小型試験体の輪荷重走行試験[文献1（pp.15-18）] 

材料問題が道路橋床版の劣化原因となる事例が顕在化するようになり、特に積雪寒冷地で凍結防止剤

が散布される地域では、アルカリ供給によるASRの促進や鋼材腐食の問題も影響を及ぼす複合劣化が報

告されている。本検討では、複合する劣化要因として車両通行による疲労に加え、反応性骨材によるひ

び割れが及ぼす影響を把握するために、小型試験体を用いた輪荷重走行試験を実施した。なお、反応性

骨材は経験的に床版劣化に影響を及ぼす例が多いことが確認されているものを細骨材として使用して

いる。輪荷重走行試験の結果、床版上面の走行部分の土砂化の程度に違いが生じ、図2-1に示すように

反応性細骨材を用いた供試体で劣化範囲が広く分布することが確認された。 

 

(a) 通常骨材を用いた供試体 

 

(b) 反応性骨材を用いた試験体 

図2-1 輪荷重走行試験終了時のひび割れ状況の違い（単位：mm）  
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（２）ASRによるひび割れを有する大型試験体の輪荷重走行試験[文献2、11（pp.70-75）] 

床版の材料劣化に関しては飛来塩分による塩害や凍害が着目されていたが、近年になって凍結防止剤

による塩害や、ASRと疲労が複合した劣化が注目されるようになってきている。それらの劣化因子によ

って生じる床版の損傷は、下面側でひび割れや漏水・遊離石灰が発達し、上面側では舗装ひび割れやポ

ットホール、褐色系の噴出物が確認される。また、舗装直下の床版上面にも損傷が生じていることが多

く、コンクリート組織が破壊された土砂化を伴っていることが数多く報告されている。しかしながら、

土砂化に関する研究は少なく、主たる発生要因も明らかになっていないのが現状である。そこで、本検

討ではASRが生じた実物大床版供試体を用いて、その劣化が土砂化に及ぼす影響を把握するための輪荷

重走行試験を実施した。水張り条件下の輪荷重走行試験の結果、写真2-1に示すように、両供試体共に

貫通ひび割れが発生する前に土砂化が生じ、上面鉄筋が露出する深さまで土砂化は進展した。ただし、

S39道示型とS47道示型のどちらの供試体も試験終了時点で下面からの漏水は生じていなかった。また、

ひび割れ量は内部鉄筋量の大小に応じた発生状況となっていた。ASRが生じた床版では床版全体の劣化

進展には関係なく、上面のみの劣化進展で土砂化に進展することがあり、特に昭和 61 年以前のコンク

リート中のアルカリ総量規制が反映されていない床版では、下面の損傷が軽微でも土砂化が発生する危

険性があることを示した。 

 

  

(a) S39道示型の供試体（右：供試体下面、右：走行面） 

  

(b) S47道示型の供試体（右：供試体下面、右：走行面） 

写真2-1 輪荷重走行試験終了時の供試体上下面  
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（３）RC床版の水平ひび割れ原因に関する基礎的検討[文献3（pp.19-20）] 

劣化した道路橋鉄筋コンクリート床版の打換えでは、撤去床版の切断面に水平ひび割れが確認される

ことが多い。それらは RC 床版内の上側に配置された鉄筋付近に発生する傾向があり、水平ひび割れよ

り上側のコンクリートは、通行車両の繰り返し載荷によってコンクリート組織中のセメントペーストが

粉砕され、土砂化に進展することが推察される。これまで、水平ひび割れの発生原因に関しては数多く

の検討が行われてきたが、多岐にわたる要因が影響している可能性が高いため、原因究明に至っていな

いのが実情である。本検討では、反応性骨材を用いて製作した実物大床版供試体の輪荷重走行試験を実

施し、その過程で水平ひび割れの発生原因を把握するための基礎的な検討を実施した。輪荷重走行試験

において、図2-2に示すように載荷時たわみが走行回数50万回程度から増加傾向となり、図2-3に示

すように鉛直方向に鉄筋の下側に設置したゲージによって計測したひずみにおいても載荷時と除荷時

の差が大きくなった。これは、水平ひび割れの幅が増大したことに起因している可能性がある。また、

載荷初期の走行軌道直近のひずみは、主鉄筋横とその 20mm 下で発生傾向が異なっており、鉄筋横の方

が大きい引張ひずみが発生する傾向を確認した。なお、本検討では、ASRが生じた供試体を使用してい

ることから、そのひび割れ等が試験結果に影響している可能性もあり、水平ひび割れの発生原因やその

応答等については、今後、更なる検討が必要である。 

 

 
図2-2 たわみの経時変化           図 2-3 鉄筋近傍の鉛直ひずみの経時変化（下側ゲージ） 
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２．２ 非破壊試験等による劣化検知技術の検討 

 

（１）活荷重作用時の曲率による劣化度評価[文献4（pp.21-24）、5（pp.25-32）] 

近年になって塩害や凍害、ASR等の材料劣化床版が顕在化し、これまでのひび割れに着目した劣化度

判定では、その評価が困難になってきている。例えば、橋梁定期点検ではその劣化状況からひび割れ損

傷に加えて漏水・遊離石灰が確認されることで劣化が進行した床版として評価されることになるが、交

通量が少ない橋梁においては疲労に着目したひび割れ損傷による評価が妥当であるかは不明である。 

そこで、床版の劣化種類に影響を受けない統一的な劣化度評価を実現するために、床版構造の剛性変

化に着目した検討を実施した。具体には、劣化進展に伴って床版構造の荷重載荷点近傍のたわみ変形の

形状変化に着目するものとし、曲率（図2-4）を算出して傾向を把握する。さらに、輪荷重走行試験の

結果を基にその適応性を評価する。曲率には支持条件や床版剛性が含まれているため、その値のみで劣

化床版の耐荷性能が評価できれば、対策検討での意思決定が簡便となり、維持管理の効率化にも繋がる

と考えられる。たわみ値の取得に当たっては荷重車等を用いた載荷試験を実施することになるが、衝撃

荷重を載荷する試験法が活発に研究されるようになり、橋面上の計測作業のみで荷重作用時のたわみが

得られるようになってきている。その計測方法は、重錘を落下させることで衝撃荷重を発生させ、道路

橋床版上面に設置する速度計や加速度計から得られる波形データを積分処理してたわみとする手法で

あり、従来の足場を必要とする載荷車による試験とは異なり、データ取得が大幅に簡素化される。 

検討の結果、曲率を計算する範囲は荷重載荷幅（荷重端）までが望まれることや、計算手法によって

は曲率の値が変化することを考慮すべきであることを示した。また、現場での適用を考慮して簡便なヤ

ング係数の変化を考慮した1層版での弾性計算を採用し、曲率の変化を既往の輪荷重走行試験の結果に

適用し、たわみ値の補間では対称性を考慮して放物線補間が適していることを確認した（図2-5）。さら

に、曲率変化の観察によって、ヤング係数と曲率の閾値が設定できる可能性を示した。 

  

図2-4 接円の概念図                       図 2-5 損傷度と曲率変化の関係 
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（２）小型FWD試験による劣化度評価[文献6（pp.33-34）、7（pp.35-38）] 

近年になって RC 床版の材料劣化が表面化し、疲労劣化のみでは評価が困難となる場面も出現してい

る。現状では材料試験や載荷試験等の詳細調査を実施して劣化状況を評価しているが、それらの調査で

は足場を必要とするなど、調査規模が大がかりとなることでその費用も高額となる。さらに、この先の

維持管理の実務で、材料劣化が懸念される RC 床版の全てに詳細調査を実施することは、膨大な費用と

時間が必要になることが見込まれ、効率化を図る必要がある。そこで、定期点検の結果で詳細調査や補

修が必要となる劣化が生じている床版に対して簡易に劣化度を評価することを目的に、維持管理の効率

化を図る衝撃荷重載荷試験による劣化度評価システムを構築するための基礎的検討として、小型FWD試

験（写真2-2）によって床版の疲労劣化過程でのたわみ変化が衝撃荷重で把握できるかを輪荷重走行試

験の試験供試体で検証した。その結果、鉄輪を用いた輪荷重走行試験による試験結果と同様に、ゴムタ

イヤの輪荷重走行試験でも衝撃荷重でたわみの劣化過程を把握できることを確認した（図2-6）。 

 

  
写真2-2 小型FWD試験状況              図 2-6 静載荷・衝撃荷重載荷たわみの変化 
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（３）衝撃荷重載荷試験機SIVEによる劣化度評価[文献8（pp.39-47）] 

橋梁点検により損傷が確認された床版の耐荷性能を簡便に把握するための手法として、衝撃荷重作用

による載荷試験が開発され、活発な研究が実施されている。写真2-3に示す試験機は、加速度計を橋面

に設置して衝撃応答波形を取得し、積分処理によって変換することでたわみ値を取得できる。この試験

機の特徴としては、重錘が落下する位置に衝撃吸収ゴムを設置していることであり、それによって重錘

のバウンドが無くなり、振動の減衰状況が把握できるという利点を有している。衝撃荷重による載荷試

験は、床版の剛性を評価するものであり、計算で得られる理論上のたわみとの比較で劣化の程度を把握

することができる。本検討では、衝撃荷重による載荷試験の結果を計測現場で迅速に、かつ簡便に評価

することを目的として、道路橋床版の支持条件毎の曲率を算出してその違いを確認した後に、実橋での

適用を考慮して床版支間長と床版厚さを変えた計算を実施した。支間長と厚さの 2 種類の諸元のみで、

衝撃荷重によるたわみ値から対象床版の耐荷性に関する状態が評価できれば、現場での適用が容易で維

持管理の効率化にも繋がると考えられる。 

検討の結果、支持条件が単純版、固定版と異なった場合でも支間毎の曲率には差異は無く、ほぼ同等

であることが確認された。また、曲率の計算結果から得られるヤング係数－曲率関係の曲線式（図2-7）

の係数は単一の式で表現することが可能であることを示した。FEM解析によって静的な載荷と衝撃荷重

載荷を比較したところ、ほぼ同等の値が得られたため、本検討の範囲では動的影響の補正は実施しない

ものとしたが、載荷時間による影響は受けることになるため、衝撃荷重載荷による評価ではそれを考慮

する必要があると考えられる。さらに、実橋での衝撃荷重による載荷試験の結果から曲率で劣化度を評

価したところ、落下高さ300mmの結果から補修による延命化が望まれる状態であることを推察すること

ができた。一方、落下高さ、即ち荷重の大きさにより曲率から算出されるヤング係数の値が異なるもの

となったため、衝撃荷重による載荷試験では劣化度を評価するための適切な荷重の選定方法が今後の課

題である。 

 

   
写真2-3 衝撃荷重載荷試験機SIVE              図 2-7 ヤング係数と曲率の関係の例 
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２．３ 保有性能（耐荷力・耐久性）の評価技術の検討[文献9（pp.48-67）] 

 

道路橋RC床版では、近年、大型車交通による疲労損傷に加え、凍害やアルカリシリカ反応（ASR）、

塩害等の材料劣化が顕在化することで、劣化・損傷の形態が多様化してきている。その中で、北海

道や本州の山間部といった寒冷地を中心に、床版内部に複数の水平ひび割れ（層状ひび割れ）が発

生する事例が報告されている。これは、凍害やASRに起因して発生すると考えられており、北海道

内の国道橋を対象にした実態調査では、層状ひび割れが発生した床版が北海道全域に存在している

ことが示されている。凍害やASRが進行した床版に関しては、劣化・損傷の早期検出を目的とした

調査方法の開発とともに、活荷重作用時の耐荷性や疲労耐久性の把握・評価を試みる研究を通じて、

凍害やASRが進行した床版の構造性能に関する知見が蓄積されつつあるが、劣化・損傷状況等が限

られた範囲で構造性能を把握したに留まるものも多い。その中でも、層状ひび割れに関しては床版

の構造性能に与える影響が明確になっておらず、点検・調査結果を基に構造性能の観点で健全度を

評価する方法が十分に確立されているとは言い難い。そこで、北海道内の山間部において 49 年間

供用された実橋床版を用いて、寒冷地で顕在化している凍害やASRに起因する層状ひび割れが発生

した床版の構造性能を評価するために次の検討を実施した。①層状ひび割れが発生したコンクリー

トの力学特性を調査するための円柱あるいは立方体試験体を使用した静弾性係数試験、②基礎的な

耐荷性能を検証するための梁試験体を使用した耐荷力試験、③輪荷重走行に対する疲労耐久性を評

価するための床版試験体を使用した輪荷重走行試験を実施した。さらに、輪荷重走行試験結果を基

に、たわみを用いて層状ひび割れが発生した床版の健全度を評価する方法について考察した。 

輪荷重走行試験の結果、層状ひび割れの発生深さが上縁から下側鉄筋位置の深さに達している床

版では、図2-8に示すように健全時と比較して剛性や疲労耐久性が低下し、特にその発生範囲が全

面に及ぶ場合に、輪荷重走行下で損傷・破壊形態の変化を伴って急速に破壊に至ることを示した。

また、凍害・ASR が進行した床版においては、疲労損傷の進行程度を評価するために提案された既

往のたわみを用いた健全度評価基準では、載荷する荷重によっては、健全度を的確に評価できない

場合があることを明らかにした。  

(a)  WS（健全時） 

 

(b)  WO1（劣化範囲部分的） 

 

(c)  WO2（劣化範囲全面） 

 図2-8 載荷点直下の活荷重たわみと走行回数の関係 
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２．４ 劣化程度および要求性能に応じた適切な対策技術の検討 

 

（１）土砂化が生じたRC床版への低弾性係数の補修材による断面修復効果 

[文献10（pp.68-69）、11（pp.70-75）] 

実橋で土砂化が発生した際には、その周辺部にもひび割れなど損傷が発生している場合が多く、再損

傷が頻発している状況である。具体的には、部分打換えや断面修復による補修を行っても、ひび割れ等

に起因すると考えられる床版本体の剛性低下によって、超速硬コンクリートのような比較的ヤング係数

の高い材料を使用した際に、打継面での縁切れに繋がっていることが多い。そこで、本検討では、土砂

化箇所を断面修復する際の材料条件を検討するために、輪荷重走行試験で土砂化を再現した実物大床版

供試体に低弾性係数のPCM（ポリマーセメントモルタル）による断面修復を行い、さらに試験を継続し

て延命効果について検証した。その結果、図 2-9 に示すように、断面修復後の昭和 39 年鋼道路橋示方

書に準じたS39 供試体、昭和47年鋼道路橋示方書に準じたS47 供試体の修復前の走行回数に対する倍

率（断面修復後走行回数/断面修復までの走行回数）はそれぞれ 8.64 倍と 1.02 倍となり、採用した補

修材による十分な補修効果が確認された。PCMが低弾性であることに加え、浸透性エポキシ樹脂による

微細ひび割れの補修効果や打継用接着剤とPCMの防水効果があったと考えられる。また、試験終了後の

切断面では、写真2-4に示すようにPCM内に押し抜きせん断に繋がるひび割れが進展しており、終局前

まで PCM が床版コンクリートと一体となって荷重に抵抗して剥離が先行した損傷進展ではないことを

確認した。さらに、厚板理論による走行軸直角方向の床版厚さ方向の応力分布を計算した結果、低弾性

のPCMでは走行前の状態と大きな変化はないが、超速硬コンクリートを模してヤング係数を30N/mm2ま

で高くすると分布形状が異なる結果となった。このことから、床版の劣化状態に合わせたヤング係数の

断面修復材料を選定することが望ましいことを示した。 

       
(a)S39供試体                                  (b)S47供試体 

図2-9 たわみの経時変化 

 
写真2-4 輪荷重走行試験終了後の切断面（走行軸直角方向）  
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（２）CFRPによる劣化床版の延命化[文献12（pp.76-77）] 

我が国では高齢化橋梁が急増し、それらの維持管理が社会的課題となることが避けられず、効果的対

応の立案が喫緊の課題となっている。現状では平成 26 年に法制化された橋梁点検が進められ、損傷程

度の把握とそれを受けての補修対策の実施が進められている。しかし、国内橋梁の多くを占める自治体

管理橋梁では、限られた人員と予算という制約から対応が十分ではないという現実がある。それらの解

消に向けては、補修・補強による要求性能の確保と次の対策までの延命化という二つの選択肢に対応で

きる新たな視点が必要である。そこで、本検討では、炭素繊維強化プラスチック（CFRP）を補強材料と

して延命化が期待できる工法を提供するため、輪荷重走行試験による実験的検討を実施した。その結果、

予備載荷で終局に近い疲労劣化状態であったが、図 2-10 に示すように補強後の本載荷でもすぐに破壊

には至らず、橋軸方向の一方向のみの CFRP 補強によって延命化が図られ、160kN の等価走行回数換算

で9.13倍の補強効果が得られることを確認した。また、CFRPのひずみ（図2-11）は輪荷重直下で大き

く、支点近傍では1/4まで小さくなることから、補強範囲は荷重が作用する範囲のみでも補強効果が得

られる可能性を示した。 

 

    

図2-10 本載荷でのたわみの経時変化                  図 2-11 CFRPひずみの経時変化 
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４．総括 

 

本研究では、輪荷重走行による疲労と凍害やASR（アルカリシリカ反応）等の影響による複合作用に

よって劣化損傷が生じた床版を対象に、複合劣化損傷のメカニズムや保有性能（耐荷力・耐久性）を把

握するとともに性能評価技術、適切な対策技術等について以下の検討を行った。 

複合劣化損傷メカニズムの解明に向けた実験的検討として、ASRによるひび割れを導入した小型供試

体や実大供試体の輪荷重走行試験を実施し、ASR が生じた床版では床版全体の劣化進展には関係なく、

上面のみの劣化進展で土砂化に進展する可能性を示している。また、今後の課題を残しているものの、

床版内部のひずみから水平ひび割れの発生に関する基礎的検討も実施している。非破壊試験等による劣

化検知技術の検討として、曲率による劣化度評価を検討するとともに、小型FWD試験や衝撃荷重載荷試

験機 SIVE を活用できる可能性を示している。保有性能（耐荷力・耐久性）の評価技術の検討では、実

橋床版等を対象にした材料～部材レベルでの載荷試験を通して、凍害・ASRに起因する層状ひび割れが

床版の構造性能に及ぼす影響を大略的に評価できたと考えている。劣化程度および要求性能に応じた適

切な対策技術の検討として、低弾性係数の補修材による断面修復効果や CFRP による劣化床版の延命化

効果を示している。なお、断面修復における補修仕様として含浸型のひび割れ補修剤を使用しており、

その防水効果が耐久性向上へ好影響を及ぼしている可能性もあることから、その影響について別途検証

する必要がある。 

以上のように、本研究では、積雪寒冷地で複合劣化を生じた RC 床版の損傷から対策までの一連の維

持管理において、現場の課題解決に寄与する技術情報を提示することができたと考えている。しかしな

がら、RC床版の維持管理では、対象が平面的な広がりを持つことから、点検補修に係わる労力や費用が

大きく、更なる維持管理の効率化を目指すことが今後の社会経済変化に対応するためにも必要不可欠で

ある。現状では、撮影写真から AI 技術で床版ひび割れを検出して自動記録することも実現されつつあ

るが、輪荷重走行試験でも床版ひび割れは鉄筋間隔に依存し、一定程度進展するとたわみ増加と連動し

ないことが明らかになっている。このことは、ひび割れのみの情報では評価が困難であることを示唆し

ており、新たな指標を加えた効率化の検討が望まれる。また、前述の通り床版構造は面的広がりを持つ

ため、その施工を全体にわたって均質に実施することは難しく、部分的な不良箇所が点在している可能

性が高い。これは、実橋でのひび割れ分布が一様でないことや陥没破壊が局所的に発生することからも

容易に理解される。この問題を何らかの形で維持管理に組み込むことができれば、監視橋梁を抽出でき、

点検の効率化に寄与することが見込まれる。さらにこれまでの劣化床版データを分析することで橋梁諸

元や環境条件からも監視橋梁が抽出できれば、効率のよい維持管理が実現されるものと考える。 
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付録 

 
3章の論文リストにおいて土木学会関連の論文集等に掲載された論文を付録として掲載する。 
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Study on the curvature of the road bridge deck under live load action 
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In order to realize a unified damage assessment that are not affected the 
deterioration type of decks, this study was carried out focusing on the change 
of the deck curvature. The change of curvature in the wheel load running test 
was evaluated by the calculation of curvature due to bending deformation. As 
the results, a suitable range for calculating the curvature, the variability of 
value by calculation methods and the appropriate calculation method 
interpolating deflection became clear. The applicability of the change in 
curvature in the past results of the wheel load running test by using the method 
shown in the present study was investigated. Finally, the enough possibility of 
setting a threshold in damage evaluation that focuses on curvature was shown.  
Key Words: road bridge deck, damage assessment, curvature 

 

 

 

 

15m 167,000

133,000
7 500

26 5

40

1) 2)

26 6

 
1

 
1 ASR  †  / Corresponding author 

E-mail: yokoyama_hiroshi@ne-con.co.jp 

-1296- 25

文献5



(1) 

 

3)

 
 

 
 

 

4) rx ry

1/rx 1/ry

 

1 1
 

 
1 1

 

 
rx ry x y  
Mx My x y  
D  
w z  
(1)

 

 

1 mm  

 
(a)  

 
(b)  

 
(c)  

2  
 

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0.14

0 250 500 750 1000 1250 1500 1750 2000 2250 2500

(m
m

)

(mm)

E=23.5kN/mm2

E=13.3kN/mm2

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0.14

0 1250 2500 3750 5000 6250 7500

(m
m

)

(mm)

E=23.5kN/mm2

E=13.3kN/mm2

0.115

0.12

0.125

0.13

0.135

0.065

0.07

0.075

0.08

0.085

950 1050 1150 1250 1350 1450 1550

E
c=

1
3
.3

kN
/m

m
2

(m
m

)

E
c=

2
3
.5

kN
/m

m
2

(m
m

)

(mm)

E=23.5kN/mm2

E=13.3kN/mm2

r

1/r

x 
 

 y 

-1297-26



 
1

3
5) P=100kN

× 200×500mm

Ec=23.5kN/mm2 6)

n=15
Ec=13.3kN/mm2 2 =0.2

2(a) (b)

2 c

 

 

1
Ec=23.5kN/mm2 =0.2

240mm
× 200×500mm 120×300mm

 
50mm

3
50mm

0.95

 
(a)  

 
(b)  

3  

 

case-B n=15 case-C n=30 
(a) 1  

 
case-B case-C  

(b) 3 2 +  
4  

 

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

0 100 200 300 400 500 600 700

5
0
m

m

(mm)

t=190 500 200

t=190 300 120

t=240 500 200

t=240 300 120

0.95

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

0 100 200 300 400 500 600 700

5
0
m

m

(mm)

t=190 500 200

t=190 300 120

t=240 500 200

t=240 300 120

0.95

case-B’  case-C’  

1  
 1  3  

 A B C B’ C’ 
(mm)  63 30 

 
 

(N/mm2) 

1  
23,500 13,300 6,700 

23,500 23,500 
2  13,100 1,175 
3  200,000 200,000 

  0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
    0.3 0.3 

 

-1298- 27



3

4
1

1
n=15

7) n=30
Ec=6700N/mm2  

5 case-B
case-B’

case-C case-C’ case-B case-B’
case-C case-C’

2

n=15
n=30

30%    

1
 

 

6 1
=0.2 t=190mm

t=240mm 2

n=15
n=30 n=45

n=30
 

 

 

3
12 4

80 2 40  
 

 
5  

 
2  

 ×10-5/mm   
A 0.1679  
B 0.2885  
B’ 0.2909 B’/B=1.008 
C 0.5890  
C’ 0.7613 C’/C=1.293 

 

 
(a)  

 
(b)  

6  

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0 250 500 750 1,000 1,250

(m
m

)

(mm)

A

B (n=15)

C (n=30)

B' 3 n=15 )

C' 3 (n=30 )

0

5

10

15

20

25

30

35

0 10 20 30 40 50

kN
/m

m
2

×10‐6/mm

t=240

t=190

n15

n30

n45

0

5

10

15

20

25

30

35

0 10 20 30 40 50

k
N

/m
m

2

×10‐6/mm

t=240

t=190

n15

n30

n45

-1299-28



6
39

80 40
7

 

3  

 

 
(a) (b)  

7  

kN 110.0 150.0 190.0 150.0 23.0 30.0 30.0 160.0 189.0 23.0 29.0 29.0
29.4 2,160 3.4 48.2 604.5 48.0 100.0 134.3 93.7 210.9 17.4 204.0

mm
mm
mm 140 180
mm
mm
mm
mm

N/mm2 43.0 41.7 36.6 38.6 35.4 40.8 52.3 39.6 30.3 37.5 34.2 34.0
kN/mm2 25.4 25.9 26.0 23.9 23.8 29.8 33.6 28.6 22.5 25.4 24.1 23.8

mm 140 160

mm 140 160 30

mm 120 140 45

mm 120 140 60 40 45
mm
mm
mm
mm

40 16

22
54.5 22 44.5 22

D6
120

D6

16
16

D13

D13

30
30

44.5
40

54.5
16
22

13
230

13
230

D6
90
D6
45
D6
120
D6
120

16
260

16
130

D16

D16

D6
90
D6

45

3,125

1.0
2,650
3,300
160

0.4 0.8 0.4
1,060 2,650 1,060
1,370 3,300 1,370

64 64
960

1,320
300
120

2,350
3,125

200
80

500
200

200
80

960
1,320

2,350

29



 

3

5 4

8
9

9(a)

9(b)
0

20×10-5/mm 0 10×10-5/mm
9(c)

3
 

 

 
10

10(a)

 

(a) (b) 4  

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

×
1
0

‐
5
/
m

m

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

×
1
0

‐
5
/m

m

 
(c)  

9  

 

(a)  

 

(b) 80%  
10  

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

×
1
0

‐
5
/m

m

0

5

10

15

20

25

30

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

(k
N

/m
m

2
)

×105)

110kN

150kN

190kN

n=15

n=30

-

0

5

10

15

20

25

30

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

(k
N

/m
m

2
)

×105)

160kN ( )

189kN ( )

n=15

n=30

-

10-5/mm  

10-5/mm

10-5/mm  

-1301-30



n=15 n=30
10(b) 80% 10(c)

40%  
10(a) n=30

2.0 10-5/mm
3.0

10-5/mm 10(b)
80% n=30

2.0
10-5/mm 10(c)

40
80% 6.0 10-5/mm

n=30

 
 

4

8)

4 39

157kN
157kN

5

A 8.87kN/mm2

B 6.65kN/mm2

n=30
5.32kN/mm2  

11

n=15

 

 
(c) 40%  

10  
 

4  

 
 

5  
 

 
 (mm)  

 (kN/mm2)  157kN 157kN-  
A 3 6 3 8.87 
B 4 8 4 6.65 
C 5 10 5 5.32 

 

 
11 -  

 

0

5

10

15

20

25

30

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

(k
N

/m
m

2
)

×105)

23kN

30kN

n=15

n=30

-

31



12

6

C
/ 

 
 

 

.  
 
1) 

 
2) 

1

 
3) 

 
 

-

 

 

 

1) 
2014.6. 

2) 2014.6. 
3) RC

Vol.62A pp.1194-1201 2016.3. 
4) 

( ) pp.30-41
1973.7. 

5) 

2013.9. 
6) RC

374 / -6 pp.419-426
1986.10. 

7) 

Vol.54A pp.442-451 2008.3. 
8) 

28 pp.17-19
2002.3. 

2016 9 26  
2017 2 1  

 
12  

 
6  

 

0

5

10

15

20

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0

(k
N

/m
m

2
)

×10‐5/mm)

150kN

n=15

n=30

222x104

168x104

126x104

60x104

2.98 1
60 0.27 126 0.57 168 0.76 222 1

0.16 0.46 0.35 1
- 0.5 0.1 3.00 0.61 4.89 1

2.0 0.03 4.0 0.07 6.0 0.1 61.0 1
- 0.3 0.06 3.1 0.62 5.0 1
- 0.2 0.02 1.5 0.15 10.1 1
- 5.0 0.37 10.0 0.75 13.4 1
- 0.5 0.05 1.0 0.1 9.6 1
- 0.3 0.01 10 0.47 21.1 1
- 0.2 0.01 5.0 0.29 17.4 1
- 0.2 0.01 8.0 0.39 20.4 1

32



 

   -       

             

                  

 

 

 

 

 

 

   

    - -   --  

  

                
  

 

(N/mm2) (kN/mm2)
S47-1 45.1 34.8 0.148
S47-2 21.3 7.99 0.150
S39-1 42.4 33.1 0.128
S39-2 40.4 33.5 0.146

土木学会第 回年次学術講演会 平成 年 月

  

33

文献6



 -

-

-

 

 

- -

 

 

 

 

 

 

 

-

 -  

  

  

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0

1

2

3

4

0 5 10 15 20 25

m
m

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0

1

2

3

4

0 5 10 15 20 25

m
m

 

        

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0

2

4

6

8

0 5 10 15 20 25

m
m

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0

2

4

6

8

0 5 10 15

m
m

 

          

  

土木学会第 回年次学術講演会 平成 年 月

  

34



  

 

 

 

-

-

 

-

-

-

-

-  

-

 

 

 

-

 

 

  

  

   

 

 

 

 

  

  

 

 

  

  

  

 

 

 

-

- 147 - 35

文献7



-

-   

-

 

-

-

-

- -

 

-  

 

-

 

-  

 

  

  

  

 

 

 

  

  

- 148 -36



 

 

 

-

-

 

-

-

 

-

-

-

-

- -

-

-  

-

-

 

-

-

-

-

-

-

-

 

-

-

-

-  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

   

  

- 149 - 37



- 

-

-

-

-

 

 

 

-

-

-

- -

 

-

-

-

-

-

-

- -  

-

-

- -

 

 

 

-

 

-

-

 

- -

-  

-

-

-  

 

 

 

  

-

 

  

- 150 -38



 

Vol.64A(2018 3 )   
 

 
 A study on the evaluation of degree of deterioration using curvature of deck of road bridge 

 
† * ** *** **** 

Hiroshi Yokoyama, Yuji Maki, Ko Kakuma, Saiji Fukada, Hiroshi Masuya 
 

† 330-6011 11  
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Evaluation of the degree of deterioration by curvature had been investigated to make 
maintenance and management of the deck of road bridge. In the evaluation, the degree of 
deterioration was evaluated by Young's modulus aiming at the fact that the coefficients of the 
equation between Young's modulus and curvature can be represented by a simple curve. The 
results of the impact vibration test used as a simple test were evaluated by the curvature to 
check the soundness of the deck. It has become clear that the value of the Young's modulus 
is different from the obtained magnitude of the load is different It has been shown that 
rational optimization of the magnitude of the load is necessary. 
Key Words: road bridge deck, impact road, curvature, degree of deterioration  
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